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かかりつけ医機能報告制度について

出典：厚生労働省 令和６年１０月１８日かかりつけ医機能報告制度に係る第１回自治体向け説明会」資料



2出典：厚生労働省 令和６年１０月１８日かかりつけ医機能報告制度に係る第１回自治体向け説明会」資料

かかりつけ医機能報告制度について
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＜結果＞
かかりつけ医機能報告制度における

1号機能について
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1号機能（≒一般診療）の有無について
１号機能:日常的な診療を総合的かつ継続的に行う機能

「実施している」「実施できる」ことが要件となる事項

★ 「具体的な機能」を有すること及び「報告事項」につい
て院内掲示による公表をしていること。
※その他の報告事項は除く

★ 17の診療領域ごとの一次診療の対応可能の有無、
いずれかの診療領域について一次診療を行うことが
できること。

★ 医療に関する患者からの相談に応じることができるこ
と。
※継続的な医療を要する者への継続的な相談対応を含む

報告事項（「実施している」「実施できる」ことが要件とな
る事項以外の事項）

☆かかりつけ医機能に関する研修の修了者の有無。

☆一次診療を行うことができる疾患。

その他の報告事項
• 医師数、外来の看護師数、専門看護師・認定看護師・特定行為
研修修了看護師数

• かかりつけ医機能に関する研修の修了者数、総合診療専門医数
• 全国医療情報プラットフォームに参加・活用する体制の有無
• 全国医療情報プラットフォームの参加・活用状況、服薬の一元管理
の実施状況

１号機能が有りになる要件
（★３つ全て実施している）

※院内掲示は、報告後すみやかに掲示する場合は、実施しているものとして報告できます。
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令和７年度 かかりつけ医機能報告結果
（１号機能のうち、電子処方箋発行体制について）

〇有り：11医療機関（16%）

〇無し（意向有り）：18医療機関（26%）

●対応薬局：29機関/32機関（90%）

（議題）
電子処方箋について

一部の医療機関、薬局から活用実績を聞き取り

電子処方箋の発行実績はほぼなし

かかりつけ医機能報告データ
（R6.4月～R7.3月診療分）

対象:病院4機関、診療所64機関



電子処方箋の施設別導入状況
～和歌山県及び御坊医療圏（赤字）～

（ 25.0% ） （ 21.2% ） （ 13.6% ） （ 90.6% ）

（ 1/4 ） （ 11/52 ） （ 3/22 ） （ 29/32 ）

（ 39.1% ）

（全国）

（ 43/110 ）

※導入状況であり活用実績ではない。

※医療機関等総合ポータルサイト（運用：社会保険診療報酬支払基金）から利用申請済（オン資確
認、電子処方箋）の医療機関である。オンライン資格確認や電子処方箋の体制はあるが、利用開
始申請をしていない医療機関は含まれていない。
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厚生労働省が推進している「医療DX令和ビジョン2030」の取り組みのひとつで、2023年1月26日から開始
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電子処方箋管理サービスに登録される



管内：届出なし（県内14診療所）

管内：9歯科診療所管内：２病院、35診療所
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管内：26/32薬局
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200床以上

同一グループで
処方箋の受付が
月4万回以上

←１年延長
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200床未満

県の補助金は令和７年度で終了
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病院２、診療所２

病院２、診療所23

病院1
診療所8

歯科診療所2

歯科診療所7

薬局26



御坊保健医療圏におけるかかりつけ医機能の課題について（１号機能）
（１）地域の具体的な課題

（５）地域で目指すべき姿

電子処方箋の発行体制は全国平均であるが、ほとんど活用されていない

（２）様々な視点から考えられる原因

（４）方策により期待できる効果

①医療機関・薬局側のメリット強化（インセンティブ設計）・・・・・電子処方箋導入に向けた補助金・助成金の継続的拡充 など

②システム構築・利便性の向上 ・・・・・既存の電子カルテやレセプトコンピュータとシームレスに連携できる開発環境の整備 など

③患者側の理解と意識向上 ・・・・・「電子処方箋を選択できる」という認知を広めるためのポスター掲示や説明資料の配布 など

④運用フローの最適化 ・・・・・導入手順の標準化・簡素化により、現場の混乱や作業負荷を軽減する など

（３）方策 ※地域の実情に応じて役割分担も検討されたい

地域医療構想調整会議で
協議の場（９月３日実施）

ニーズを感じない・メリットが不明瞭、導入・改修の費用負担が大きい、システム準備やベンダー対応の遅れ、
周囲の医療機関・薬局が導入していない、安全に運用できるかの判断がつかない、電子カルテ未導入の
ケース、電子カルテと紙カルテの併存による業務負担 など

医療安全の向上（重複投薬・併用禁忌の防止）、医療機関・薬局の業務効率化とコスト削減等

地域の医療機関・薬局・患者が一体となり、切れ目のない安全で質の高い医療サービスを受け
られる。
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令和７年度 地域の具体的な課題及びかかりつけ医機能報告結果
（２号機能）

2号機能イ 2号機能ロ 2号機能ハ 2号機能二

通常の診療時間外の診療 入退院時の支援 在宅医療の提供 介護サービス等と連携した医療提供

機能あり:52機関（76%） 機能あり:45機関（78%） 機能あり:44機関（76%） 機能あり:51機関（84%）

深夜や休日は少なくとも30分～1時間程度かけて近
隣の医療機関を受診せざるを得ないが、時間外とな
ると通院患者でも断られることがあり、その際は車で約
1時間以上かけて和歌山市内の医療機関まで受診
する必要がある。

①ケアマネジャーとして関わるなかで家族の介護疲れ
等に短期的にレスパイト入院を選択する場合がある
が、現状、圏域内の医療機関での対応が難しく調整
を図っても断られる場合がほとんどとなっている。（日
高川町）

②家族等の都合で退院前カンファレンスができていな
い場合、介護サービスの調整が進まないまま退院とな
り再入院になる事が多い。

①地域において介護サービスだけでは支えきれない
際、医療機関の支援を受けたいが、レスパイト入院の
ハードルが高い。（印南町）

②訪問看護利用者のうち、主治医が在宅医であれ
ば緊急時等でも連絡が取りやすいが、総合病院だと
連絡がつかない。その場合、指示書に救急時の病院
名を書いていても、受入れが難しければ救急隊の判
断で管外に搬送されることも多い。

③地域の開業医が高齢化しており、これまで対応さ
れていた往診対応も難しい場合があり、一部の在宅
クリニックに集中してきている傾向にある。

地域全体を通してACPに関する理解が深められてお
らず、医療、介護に関する本人の意思決定を家族や
関係者間において共有が必要である。また、今後、
医療と介護の適切な連携の為にも、普及・啓発の必
要性を感じる。（由良町、日高川町）

①時間外対応加算届出（17機関、27%）※診
療所のみ
②時間外加算の算定（37機関、54%）
③深夜加算の算定（15機関、22%）
④休日加算の算定（31機関、46%）

①開放型病院共同指導料（Ⅰ）算定機関
（診療所7機関、11％）
②入退院支援加算算定機関
（病院4機関、紀伊クリニック、100%）

①在宅患者訪問診療料（Ⅰ）算定機関
（病院2機関、診療所27機関、42%（診療
所））
②往診料のみ算定機関
（診療所5機関、8%）
③看取り加算又は在宅ターミナルケア加算算定機関
（診療所14機関、21%）

①ACPに関する指針策定の状況
（病院4機関、診療所10機関、16％（診療
所））
②ACPに関する情報等を介護支援専門員や相談
支援専門員へ提供
（病院4機関、診療所14機関、22％（診療
所））

地
域
の
具
体
的
な
課
題

かかりつけ医機能報告データ
（R6.4月～R7.3月診療分）
※病院4機関、診療所64機関

（議題）
レスパイト入院について



御坊保健医療圏におけるかかりつけ医機能の課題について
（２号機能:ロ入退院支援、ハ在宅医療）

（１）地域の具体的な課題

（５）地域で目指すべき姿

管内病院のレスパイト入院の運用方法（対象や流れ等）が分かりづらい。
①介護支援専門員は介護保険の短期入所サービス（ショートステイ）を第一選択としており、また医療的ケア（胃ろうやけいれんなど）があっても特養などのショート
ステイで対応してもらえることがあるため、レスパイト入院の対応経験が少ない。
②病院では、レスパイト入院自体が少ないことから、自院のレスパイト入院に関する運用方法をホームページ等に掲載していないところがある。

介護支援専門員などの地域支援者がレスパイト入院を活用しづらい状況にある。

（２）様々な視点から考えられる原因

介護支援専門員や地域包括支援センターなどの地域支援者が、レスパイト入院が必要な者に関して、円滑に病院と調整できるようになる。

レスパイト入院が必要な在宅療養患者が、必要に応じてレスパイト入院することができることで、在宅療養を継続できる体制が整備される。

（４）方策により期待できる効果

①各病院は、自院のレスパイト入院に関する運用方法等をホームページに掲載していない場合は可能な限り掲載する。

②保健所は、各病院のレスパイト入院の運用方法をとりまとめ、医師会、地域包括支援センター及び在宅医療サポートセンターと共有する。

③市町の地域包括支援センターは、管内の介護支援専門員と各病院のレスパイト入院の運用方法を共有するとともに、介護支援専門員から調整困難な事例
として相談があった際は必要に応じて協力する。また、介護認定を受けていない患者や家族から相談があれば、必要に応じた支援を行う。

（３）方策 ※地域の実情に応じて役割分担も検討されたい

日高在宅医療サポート
センター運営会議にて、
主に市町の介護担当
者による実務者協議
（７月９日実施）
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〇２号機能（ロ・ハ）
レスパイト入院について

〇１号機能
電子処方箋について

令和８年度 協議の場の議題について

上記以外の内容については、令和９年度以降の議題に

ロ:入退院支援
ハ:在宅医療の提供
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＜参考＞
かかりつけ医機能報告制度における

1号機能について
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1号機能の具体的な機能
継続的な医療を要する者に対する発生頻度が高い疾患に係る診療を行うとともに、継続的な医療を要する者に対する日常的な診療において、患者の生活
背景を把握し、適切な診療及び保健指導を行い、自己の専門性を超えて診療や指導を行えない場合には、地域の医師、医療機関等と協力して解決
策を提供する機能

＜参考＞
医療法第 30 条の 18 の４第１項第１号

かかりつけ医機能のうち、継続的な医療を要する者に対する発生頻度が高い疾患に係る診療その他の日常的な診療を総合的かつ継続的に行う機能（厚生
労働省令で定めるものに限る。）の有無及びその内容。

「実施している」「実施できる」ことが要件となる事項

★ 「具体的な機能」を有すること及び「報告事項」について院内掲示による公表をしていること。
※その他の報告事項は除く

★ 17 の診療領域ごとの一次診療の対応可能の有無、いずれかの診療領域について一次診療を行うことが
できること。

★ 医療に関する患者からの相談に応じることができること。
※継続的な医療を要する者への継続的な相談対応を含む

報告事項（「実施している」「実施できる」ことが要件となる事項以外の事項）

☆かかりつけ医機能に関する研修の修了者の有無。

☆一次診療を行うことができる疾患。

その他の報告事項
• 医師数、外来の看護師数、専門看護師・認定看護師・特定行為研修修了看護師数
• かかりつけ医機能に関する研修の修了者数、総合診療専門医数
• 全国医療情報プラットフォームに参加・活用する体制の有無
• 全国医療情報プラットフォームの参加・活用状況、服薬の一元管理の実施状況

かかりつけ医機能報告における医療機関の報告事項 1号機能のイメージ図

20
出典：厚生労働省 かかりつけ医機能の確保に関するガイドラインp15－16

出典：厚生労働省 かかりつけ医機能の確保に関するガイドラインp14－15

日常的な診療を総合的かつ継続的に行う機能【1号機能】



日常的な診療を総合的かつ継続的に行う機能【1号機能】の議題設定

 1号機能については、医療分野の内容が主であるため、①厚生労働省が提示する政策課題や②医務課から提供できるデータを参考
に保健所⾧が議題を設定。

 医療機関が感じる課題等については、事前の課題抽出を行わず、“協議の場”で医師会や医療機関関係者の委員から伺う。

保健所にて

検討

② 医務課から提供できるデータ（予定)

 17 の診療領域ごとの一次診療の対応可能数。

 医療に関する患者からの相談に応じることができる医療機関数。

 医師数、外来の看護師数、専門看護師・認定看護師・特定行為研修修了看護師数 等

背景

複数の慢性疾患や医療と介護の複合ニーズ
を有することが多い高齢者の更なる増加。

政策課題（目指すべき姿）
患者の多様なニーズに対応できる体制の構築。
 よくある疾患への一次診療

 医療に関する患者からの相談への対応 等

課題

適切な診療や保健指導等を行う
ニーズが高まることが想定。

① 厚生労働省が提示する背景及び政策課題

出典：厚生労働省 かかりつけ医機能の確保に関するガイドラインp15

1号機能の議題を設定する上で活用するもの

１号機能の議題

保健所⾧が厚生労働省が提示する背景及び政策課題やかかりつけ医機能報告のデータを参考に議題を設定

1号機能における“協議の場”での議題例

 保健所管内の医療機関の診療領域の配分についてどのような体制を構築していくか。

 保健所管内の医療機関の目指すべきDX推進状況は何か。

 医療人材が不足する中で、医療体制をどのように構築していくか。 等
21



＜参考＞
かかりつけ医機能報告制度における

２号機能について
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2号機能
○１号機能を有する医療機関は、２号機能に係る報告を行う。

○２号機能を有するかどうかについては、２号機能に係る各報告事項のうち、いずれかについて「実施している」あるいは「実績がある」ことが要件。

≪具体的な機能≫

 通常の診療時間以外の時間に診療を行う機能

 在宅患者の後方支援病床を確保し、地域の退院ルールや地域連携クリティカルパス10に参加し、入退院時に情報共有・共同指導を行う機能

 在宅医療を提供する機能

 介護サービス等の事業者と連携して医療を提供する機能

＜参考＞
医療法第 30 条の 18 の４第１項第２号

前号に規定する機能を有するかかりつけ医機能報告対象病院等にあっては、かかりつけ医機能のうち、継続的な医療を要する者に対する次に掲げる機能
（イからニまでに掲げる機能にあっては、厚生労働省令で定めるものに限る。）の有無及びその内容

イ 当該かかりつけ医機能報告対象病院等の通常の診療時間以外の時間に診療を行う機能

ロ 病状が急変した場合その他入院が必要な場合に入院させるため、又は病院若しくは診療所を退院する者が引き続き療養を必要とする場合に当該者を他
の病院、診療所、介護老人保健施設、介護医療院若しくは居宅等における療養生活に円滑に移行させるために必要な支援を提供する機能

ハ 居宅等において必要な医療を提供する機能

ニ 介護その他医療と密接に関連するサービスを提供する者と連携して必要な医療を提供する機能

ホ その他厚生労働省令で定める機能

出典：厚生労働省 かかりつけ医機能の確保に関するガイドラインp14

２号機能
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通常の診療時間外の診療【２号機能（イ）】

 高齢者の救急
搬送の増加

 ８５歳以上の
患者の増加

 医療機関の負
担が増加

課題 目指す姿

 地域での医療機関間の連携体制を構築し、患者が時間外に体調
の悪化等があった場合にも、身近な地域の医療機関において適切
な診療等を受けられる体制を構築。

市町村で
想定され
る事象

●●町では患者が日中に受診できる病院やクリニックは充実して
いるが、深夜や休日に急な体調不良があった場合、近隣の市町
村まで１時間かけて受診する必要がある。

出典：厚生労働省 かかりつけ医機能の確保に関するガイドラインp17

自院又は連携による通常の診療時間外の診療体制の確保状況。

• 在宅当番医制
• 休日夜間急患センター等に参加
• 自院の連絡先を渡して随時対応
• 自院での一定の対応に加えて他医療機関と連携して随時対応

連携して確保する場合は連携医療機関の名称

かかりつけ医機能報告における医療機関の報告事項

自院における時間外対応加算１～４の届出状況

時間外加算

深夜加算、

休日加算の算定状況



25出典：厚生労働省 かかりつけ医機能の確保に関するガイドラインp14,17

入退院時の支援【２号機能（ロ）】

課題 目指す姿

 地域の医療機関等が連携し、入退院を円滑に行うための体制を構築。

 様々な疾患を複合的に有する高齢者の増加

急
変

入院 退院先の
調整

?

市町村で
想定され
る事象

• 普段、地域のクリニックから訪問診療を来てもらっている在宅
療養中の患者が、急変や家族の介護疲れ等で入院が必
要になった時、スムーズに入院を受け入れてくれる病院が不
足している。

• また、病院とケアマネージャーの連携ができていないケースが
多く、退院調整に時間がかかり、患者のＡＤＬが落ちる
ケースが散見される。

かかりつけ医機能報告における医療機関の報告事項

自院又は連携による後方支援病床の確保状況、連携して確保する場合は連携医療機関の名称

自院における入院時の情報共有の診療報酬項目の算定状況

自院における地域の退院ルールや地域連携クリティカルパスへの参加状況

自院における退院時の情報共有・共同指導の診療報酬項目の算定状況

特定機能病院・地域医療支援病院11・紹介受診重点医療機関12から紹介状により紹介を受けた外来患者数



自院又は連携による在宅医療を提供する体制の確保状況（自院で日中のみ、自院で 24 時間対応、自院での一定の対応に加えて連携して 24 時間対応等）、
連携して確保する場合は連携医療機関の名称

自院における訪問診療・往診・訪問看護の診療報酬項目の算定状況

自院における訪問看護指示料の算定状況

自院における在宅看取りの診療報酬項目の算定状況

26

在宅医療の提供【２号機能（ハ）】

出典：厚生労働省 かかりつけ医機能の確保に関するガイドラインp18

課題

 在宅患者数の増加

目指す姿

 定期的な訪問診療、在宅患者の急変時における往診や連絡対応、看取り等に対応
できる体制を構築。

かかりつけ医機能報告における医療機関の報告事項

市町村で
想定され
る事象

●●村では往診（在宅患者の急変
時対応）を行う医師や、急変時に対
応できる訪問看護ステーションが少なく、
在宅療養を継続したい患者が入院に
頼らざるをえない状況になっている。



介護サービス等の事業者と連携して医療を提供する体制の確保状況

• 主治医意見書の作成

• 地域ケア会議13・サービス担当者会議14等への参加

• 介護支援専門員

• 相談支援専門員

• 相談機会設定 等 27

介護サービス等と連携した医療提供【２号機能（二）】

 医療と介護の複合ニーズを持つ者が一
層多くなることが見込まれる

目指す姿

 身近な地域において患者を支えるために医療と介護等の提供を切れ目
なく行うことがより一層重要。

 そのため、医療機関が地域における介護の状況等について把握するととも
に、医療・介護間等で適切に患者の情報共有を行いながら医療や介護
サービス等を切れ目なく提供できる体制を構築。

課題

市町村で想
定される事
象

介護施設において、協力医療機関の締結が
進んでおらず、介護施設に入所している高齢
者が急変した際に、患者の搬送先の選定に
時間を要する。また、病院から施設への退院
調整にも時間を要し、入院期間が延⾧してし
まうケースが多い。

かかりつけ医機能報告における医療機関の報告事項

介護支援専門員や相談支援専門員への情報共有・指導の診療報酬項目の算定状況

介護保険施設等における医療の提供状況（協力医療機関となっている病院の名称）

 地域の医療・介護情報共有システムの参加・活用状況

ＡＣＰ（人生会議）15の実施状況
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① 市町村から提出された課題

２号機能の議題を設定する上で活用するもの

２号機能の議題

保健所⾧が市町村から提出された課題及びかかりつけ医機能報告のデータを勘案したうえで設定

 ２号機能については、①市町村から提出された課題と②医務課から提供できるデータを参考に保健所⾧が議題を設定。

保健所にて

検討

２号機能（ロ）

入退院時の支援

２号機能（ハ）

在宅医療の提供

２号機能（二）

介護サービス等と連携した医療提
供

２号機能（イ）

通常の診療時間外の診療

【2号機能】の議題設定

医務課から提供できるデータ（予定)

 在宅当番医制に参加している医療機関数

 後方支援病床を確保している医療機関数

 訪問看護体制を確保している医療機関数 等



＜参考＞
かかりつけ医機能報告制度が創設された

背景について

29
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かかりつけ医機能とは…
 かかりつけ医は、日常行う診療においては、患者の生活背景を把握し、適切な診療及び保健指導を行い、自己の専門性を超えて

診療や指導を行えない場合には、地域の医師、医療機関等と協力して解決策を提供する。

 かかりつけ医は、自己の診療時間外も患者にとって最善の医療が継続されるよう、地域の医師、医療機関等と必要な情報を共有
し、お互いに協力して休日や夜間も患者に対応できる体制を構築する。

 かかりつけ医は、日常行う診療のほかに、地域住民との信頼関係を構築し、健康相談、健診・がん検診、母子保健、学校保健、
産業保健、地域保健等の地域における医療を取り巻く社会的活動、行政活動に積極的に参加するとともに保健・介護・福祉関係
者との連携を行う。また、地域の高齢者が少しでも⾧く地域で生活できるよう在宅医療を推進する。

 患者や家族に対して、医療に関する適切かつわかりやすい情報の提供を行う。

診療・保健指導
家族への情報提供

(定義）

かかりつけ医…なんでも相談できる上、最新の医療情報を熟知して、必要なときには専門医、専門医療機関を紹介でき、身近で頼りになる地域医療、保
健、福祉を担う総合的な能力を有する医師。

厚生労働省 令和6年5月24日「かかりつけ医機能が発揮される制度の施行に関する分科会」資料 参照

住民

かかりつけ医
（“地域のグッドドクター”）

• 総合的な能力を有する医師
• 最新の医療情報を熟知
• 必要なときには専門医、専門医

療機関を紹介

医療機関

信頼関係の構築
連携

地域の医師連携高齢者
在宅医療の推進



31出典：厚生労働省 令和６年１０月１８日かかりつけ医機能報告制度に係る第１回自治体向け説明会」資料

和歌山県

かかりつけ医機能報告制度が創設された背景について



32出典：厚生労働省 令和６年１０月１８日かかりつけ医機能報告制度に係る第１回自治体向け説明会」資料

和歌山県

かかりつけ医機能報告制度が創設された背景について
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和歌山県

かかりつけ医機能報告制度が創設された背景について

出典：厚生労働省 令和６年１０月１８日かかりつけ医機能報告制度に係る第１回自治体向け説明会」資料
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かかりつけ医機能報告制度が創設された背景について

出典：厚生労働省 令和６年１０月１８日かかりつけ医機能報告制度に係る第１回自治体向け説明会」資料



35厚生労働省 令和６年１０月１８日かかりつけ医機能報告制度に係る第１回自治体向け説明会」資料 参照

かかりつけ医機能報告制度が創設された背景について
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かかりつけ医機能報告制度について

出典：厚生労働省 令和６年１０月１８日かかりつけ医機能報告制度に係る第１回自治体向け説明会」資料


